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 1  「公共施設等総合管理計画」とは？ 

 本市の公共施設やインフラ資産を適切に管理し、最も有効な活用ができるようにするための計画

で、2016（平成 28）年 7 月に策定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市には道路や水道などのインフラ資産を除いて約 800 もの公共施設があり、人口あたりの公共

施設の延床面積は、県内自治体や全国の類似団体と比較しても非常に多い状態です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2  公共施設の整備にはどのくらいのお金がかかるの？ 

本市の公共施設とインフラ資産を今後もすべて維持すると仮定した場合、2016（平成 28）年から

向こう 30 年間の整備費用は 4,020.6 億円（134.0 億円／年）に上ると推計されています。 

 

 

 

 これは、財政計画で示す令和元年度の普通建設事業費の 2 倍以上の額であり、普通建設事業費は

今後も減少が見込まれることから、今後、多額の整備費用が不足すると予想されます。 

昨今の異常気象等による大規模災害の頻発等により、「安心して暮らせる社会」「持続可能な社

会」を実現するためには、限られた財源を生命・財産を支えるインフラの更新に充てる必要があり

ます。また、少子化に伴う生産年齢人口の減少等により市税収入の減少や、高齢化に伴う社会保障

費の増大が見込まれることから、人口規模に見合った施設の統廃合を進めたうえで、集約する施設

のみに再投資するなどの必要があります。 

 

 

 3  目標や維持の方法は？ 

現在、本市の人口あたりの公共施設の延床面積は、県内自治体や他の類似団体と比較しても非常

に多い状態となっています。将来の人口減少にあわせ、施設総量を適切に維持しない場合、市民 1

人あたりが負担する施設にかかる費用が現在以上に増加してしまいます。 

そこで、本計画では市民サービスの水準について一定の配慮を確保しつつ、現在の市民 1 人あた

りの公共施設の延床面積（8.5 ㎡）を維持することとし、人口減少の状況にあわせて公共施設延床面

積の総量を縮減することを目標としています（現在の人口ビジョンに合わせた 2045 年時点におけ

る施設総量は現在の約 70％を保持することとしています）。この目標を達成するため、施設類型ご

とに施設個別の具体的対応策等を定めるものが、今回策定する個別施設計画です。 

2016（平成 28）～2045（令和 27）の 30 年間の更新費用等（公共施設等総合管理計画[平成 28 年 7 月策定]より） 

（2）計画の目的 

① 公共施設等の全体像を把握し、次世代の負担も考えながら、長期的な視点に立って、更新・統廃合・長

寿命化などを計画的に行います。 

② 公共施設等の最適な配置を実現することで支出を減らし、市民の皆様の負担を軽減します。 

（1）計画の背景 

① 今後、過去に建設された多くの公共施設等が老朽化し更新や大規模修繕が必要となりますが、全ての施

設の更新・修繕には莫大な費用が必要となります。 

② 人口減少、少子高齢化等により今後の公共施設等のニーズは変化していきます。 

③ 合併で過剰になった施設を、佐渡市全体の観点から最も効率的な配置と運用を図る必要があります。 

 

 

人口あたりの公共施設延床面積（公共施設等総合管理計画[平成 28 年 7 月策定]より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 総務省「公共施設状況調（2013）」及び「住民基本台帳人口」の 2014（H26）.1.1 現在データより 

 

県内の他の自治体と比べても非常に公共

施設の延床面積が多い状況です。 
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 4  個別施設計画とは？ 

 体系的には、2013（平成 25）年 11 月に国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」に基づいて

地方自治体が策定した行動計画（＝公共施設等総合管理計画）の個別計画という位置づけです。 

 本計画の策定により、計画に記載する個別対応策（「集約化・複合化事業」「長寿命化事業」等）

について国からの財政措置を受けられることになります。 

 しかし、膨大な施設数を有する本市の現状に鑑みても、すべての施設の具体的な個別対応策を今

すぐに決定することはできません。施設の耐震性、老朽化等の基礎的な情報はもとより、利用実態

や利用圏域等の把握、他の類似施設や近隣施設との集約や複合化等も含め、利用者を始めとした市

民の皆様や市議会との対話の中で、施設毎の対応策について検討する必要があります。 

 そこで、今回の個別施設計画の策定にあたっては、国のマニュアルや他自治体の計画を参考にす

るとともに次のように計画の内容を整理することとしました。 

 

（1）施設評価（1 次評価）の実施 

施設の基本情報（本市が所有する公共施設の設置状況、棟数、棟延床面積等の現状）を基に「行

政の関与の必要性」「耐震性」「安全性」「経済性」の評価を実施し、施設各々を機械的に 4 つの方向

性に分類します。 

 

改廃

良 劣

良 劣

維持 改善

譲渡の可能性の検討必須 不要

良 劣

①行政の関与の必要性

②耐震性

③安全性

④経済性

⑤施設の方向性

 

（2）政策評価（2 次評価）の実施 

 施設評価（1 次評価）において、施設の方向性が「維持」「改善」「改廃」に分類された施設各々に

政策優先度を評価し、「機能保持」「総量コントロール」「建替再整備」の 3 つの基本方針に分類しま

す。また、各々の基本方針を基に「長寿命化」「機能改修」「集約化」「複合化」「用途転用」「廃止」

「建替再整備」「施設不足の解消」等の個別対応策を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

高

改善

低 低

1次評価結果

政策優先度

維持 改廃

高

機能保持

施設不足の解消

個別対応策

基本方針 機能保持 総量コントロール 建替再整備

建替再整備長寿命化

機能修繕

複合化集約化

用途転用 廃止

財政状況を加味

し「経済性」の

低い施設を移行

施設の機能保持にあたっては、

財源の確保および維持管理の

効率化に努めることとする。

施設の利用状況や実態、

建替コスト等に鑑み、

建替が適当でない場合。

※既存施設の有効活用等を十分検討した上で、政策優先度を満足できない場

合に、財政状況も勘案した上で「施設不足の解消」の選択を判断する。
 

 

（3）2 次評価まで実施済の施設と、今後 2 次評価を実施する施設 

 「個別施設計画」においては、第 4 編には 2 次評価を実施済の施設として、令和 2 年度以降に個

別対応策を実施するものについて記載します。（ 6 をご参照ください） 

 一方、それ以外の施

設については、第 5 編

において「今後 2 次評

価を実施する施設」と

して、現在の佐渡市に

おける基本的な考え

方を記載します。今

後、2 次評価を進める

にあたっては、利用者を始めとした市民の皆様や市議会との対話の中で、施設毎の対応策について

検討することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設評価（1 次評価）により「施設の方向性」を 4 つの方向性に分類 

政策評価（2 次評価）により「個別対応策」を決定 

政策優先度の評価基準 

・利用状況（利用人数、利用率） 
・ニーズ（佐渡市が保有する当該施設分類全般や個々の施設に対する利用団体及び
市民等のニーズ・満足度。また、関連施設を利用していない市民のニーズ・満足
度の把握にも留意すること） 

・事業・利用内容（個々の施設で利用可能な事業・利用内容） 
・利用目的（健康増進、団体活動、競技大会等） 
・利用圏域（佐渡市の各地区の施設の配置状況、利用者の居住地） 
・施設分類（各施設の分類別の地域分布） 

 5  今後の進め方 

 平成 30 年度に、18 歳以上の市民 3,000 人を対象に「佐渡市公共施設に関するアンケート」を

実施しましたが、回答数は 1,334 人（回答率＝44.5％）に上っています。 

 回答では、公共施設等総合管理計画が策定・公開されたことについて、「知らなかった」が約 7

割を超えており、計画について市民への周知が不足している結果となりました。 

 一方で、施設の効率化については「統廃合はやむを得ない」との回答が約 8 割を超えており、公

共施設の再編の必要性については一定以上の市民が理解を示している結果となりました。また、今

後、施設毎の個別対応策を検討するにあたっては、「次世代の負担軽減」「サービス水準の維持」

「市民への情報提供や意見聴取に留意する」といった回答が多数を占めており、これらを踏まえな

がら、どのような形で公共施設の再編に取組むのかが大きな課題となっています。この課題の解決

に向け、今後の施設の整理・再編の在り方について市民の皆様よりご意見をお聞かせください。 

 



- 3 - 

 

 6  2 次評価を実施済みの施設 

 以下の施設及び個別対応策については、第 4 編において 2 次評価を実施済の施設として掲載して

います。計画書には「政策優先度（2 次評価結果）」「対策の優先順位の考え方」「個別施設の状態等」

「対策内容と実施時期」「対策費用」「個別対応策」について記載しています。 

 

No. 施設名 個別対応策 対策費用（千円） 

1 吉井保育園車庫 廃止・解体 756 

2 両津病院 建替再整備 4,861,260 

3 両津文化会館 廃止・解体 569,206 

4 加茂小学校校舎・体育館等 長寿命化 1,114,716 

5 両津中学校校舎 長寿命化 980,768 

6 【廃止済】旧両津学校給食センター 解体 127,691 

7 【廃止済】両津地区公民館 解体 328,779 

8 佐渡島開発総合センター 大規模改修 129,536 

9 高千小学校校舎・体育館 大規模改修 451,543 

10 相川中学校校舎 大規模改修 421,966 

11 相川郷土博物館文書館・御料局佐渡支庁跡等 大規模改修 355,337 

12 佐渡中央文化会館アミューズメント佐渡 長寿命化 2,166,153 

13 佐渡中央会館圏民センター 用途転用 130,515 

14 河原田小学校校舎・体育館 長寿命化 1,689,553 

15 二宮小学校校舎・体育館等 長寿命化 923,454 

16 八幡小学校体育館 大規模改修 95,480 

17 佐和田中学校校舎・体育館 長寿命化 1,907,119 

18 金井中学校校舎 長寿命化 1,370,691 

19 井内住宅 市営住宅長寿命化計

画に基づき、建替え

及び集約を実施 

45,791 

20 【廃止済】新穂田野沢診療所 解体 4,554 

21 新穂中学校校舎・体育館 大規模改修 660,510 

22 松ケ崎小学校（松ヶ崎小・中連携校）体育館 大規模改修 59,406 

23 畑野小学校屋内体育館 長寿命化 174,737 

24 羽茂小学校校舎・体育館 大規模改修 164,713 

 

 7  「佐渡市公共施設に関するアンケート」の実施結果について（一部抜粋） 

 

 調査期間：平成 31 年 2 月 19 日～3 月 15 日 

 調査対象：18 歳以上の佐渡市民 3,000 人（無作為抽出） 

 調査方法：郵送（返信用封筒での回答） 

 回 答 数：1,334 人（回答率=44.5％） 

 

 

【問】「佐渡市の人口に対しての公共施設数は、類似の自治体

と比べて多いということをご存知でしたか」 

 

◆佐渡市の公共施設について、類似の自治体と比較して多

いことを知っていた方は 13.2％に留まり、「知っていた

が具体的な数は知らなかった」と回答した方を含めても

全体の半分以下となっています。 

 

 

 

 

【問】「2016（平成 28）年に『佐渡市公共施設等総合管理計

画』が策定・公開されたことをご存知ですか」 

 

◆佐渡市公共施設等総合管理計画の策定・公開について、

「知っていたが具体的な数は知らなかった」と回答した

方を含めても、知っている方は全体の 26.9％に留まり、

知らなかった方が 73.7％と大半を占めました。今後、施

設の適正管理を進めるうえで基本となる計画であり、市

民の皆様への更なる周知が必要であると言えます。 

 

 

【問】「公共施設の維持・管理には多額の費用がかかることから、全国的にもより一層施設の統

廃合を進め、コストの低減、施設の効率化を進める方向性となっています。このことについ

て、あなたはどのようにお考

えですか。 

 

◆「多額の修繕費用がかかる状

況となれば、廃止はやむを得

ない」と回答した方も含める

と、84.5％の方が「統廃合は

やむを得ない」と回答してお

り、肯定的な意見が多くあり

ました。また、「現在使用し

ている施設はすべて残し、多

額の費用をかけても改修す

るべき」と回答した方は全体

の 1.3％に留まっています。 

(1)効率化に伴い、施設を統廃合するのはやむを得ない487 36.5%

(2)現在使用している施設が使用できるうちは残すべきであるが、多額の修繕費用がかかる状況となれば、廃止はやむを得ない。640 48.0%

(3)現在使用している施設はすべて残し、多額の費用をかけても改修すべき22 1.6%

(4)他の事業における支出を減らし、施設の維持管理・改修の費用に充てるべき17 1.3%

(5)その他 48 3.6%

無回答・誤記載120 9.0%

1,334

(1)効率化に伴い、施

設を統廃合するのは

やむを得ない

36%

(2)現在使用している施設が使用できるうちは残すべきであるが、多額の

修繕費用がかかる状況となれば、廃止はやむを得ない。48%

(3)現在使用している施設はすべて残し、多

額の費用をかけても改修すべき2%

(4)他の事業における支出を減らし、施設の

維持管理・改修の費用に充てるべき1%

(5)その他4%

無回答・誤記載9%

知っている 63 4.7%

知っていたが具体的な数は知らなかった269 20.2%

知らなかった 983 73.7%

無回答 19 1.4%

合計 1,334

知っている

5%

知っていたが具体的

な数は知らなかった

20%

知らなかった

74%

無回答

1%

知っている

13%

知っていたが具

体的な数は知ら

なかった

26%

知らなかった

60%

無回答

1%
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【問】「あなたは公共施設をどのくらいの頻度で利 

用していますか」（複数回答可） 

 

◆公共施設を利用したことがある方のうち、公共施

設の利用について、「ほぼ毎日利用する施設があ

る」「週に数回程度利用する施設がある」と回答

した方は 13.3％に留まりました。公共施設を「月

に数回程度」「年に数回程度」のみしか利用しな

い、と回答した方は 87.7％に及ぶことから、公共

施設の利用頻度は高くないことが分かります。 

 

 

【問】「あなたがご自宅から公共施設を利用する場

合、どの程度の距離までであれば日常的に通い

やすいと感じますか」 

 

◆公共施設への移動時間として、約 91％の方が、

車で 30 分以内であれば日常的に通いやすいと

回答しています。 

 

 

 

 

 

【問】「集約・統廃合の対象となる施設を決定するにあたり、どのような点が重要とお考えですか」 

重要であるどちらかと言えば重要であるどちらかと言えば重要でない重要でない無回答

(9)施設の歴史的価値や市民の愛着の度合い31.2% 35.5% 18.0% 7.3% 8.0%

(8)施設の老朽化の度合い52.2% 29.4% 8.3% 2.0% 8.0%

(7)施設の立地場所や周辺環境40.3% 41.2% 7.4% 2.3% 8.8%

(6)施設の機能や特性37.3% 42.1% 9.4% 2.5% 8.8%

(5)施設の規模やスペース26.1% 39.1% 19.5% 6.5% 8.8%

(4)公共性や高栄棋聖の有無40.0% 38.4% 9.9% 2.3% 9.4%

(3)利用者数や利用率54.5% 30.4% 5.4% 1.9% 7.7%

(2)大規模改修や建て替えに必要な費用額53.4% 28.4% 6.7% 2.8% 8.7%

(1)施設を維持するための経費の多い・少ない48.6% 34.6% 6.1% 2.1% 8.6%

31.2%

52.2%

40.3%

37.3%

26.1%

40.0%

54.5%

53.4%

48.6%

35.5%

29.4%

41.2%

42.1%

39.1%

38.4%

30.4%

28.4%

34.6%

18.0%

8.3%

7.4%

9.4%

19.5%

9.9%

5.4%

6.7%

6.1%

7.3%

2.0%

2.3%

2.5%

6.5%

2.3%

1.9%

2.8%

2.1%

8.0%

8.0%
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8.8%

8.8%

9.4%

7.7%

8.7%

8.6%
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(9)施設の歴史的価値や市民の愛着の度合い

(8)施設の老朽化の度合い

(7)施設の立地場所や周辺環境

(6)施設の機能や特性

(5)施設の規模やスペース

(4)公共性や高栄棋聖の有無

(3)利用者数や利用率

(2)大規模改修や建て替えに必要な費用額

(1)施設を維持するための経費の多い・少ない

重要である どちらかと言えば重要である どちらかと言えば重要でない 重要でない 無回答

 

 ◆統廃合の際に重要視する点について、「重要である」「どちらかと言えば重要である」との回

答割合が比較的多く、8 割を超えたのは(1)経費(2)改修・建て替え費用(3)利用者数・利用率(7)

立地場所・周辺環境(8)老朽化の度合いの 5 項目でした。逆に比較的少なかったのは(5)施設

規模やスペース(9)歴史的価値観・愛着度でした。 

 

【問】「今後、施設ごとの個別計画を立てるにあたり、どのような点に留意して計画を立てるべき

だと思いますか」 

 ◆(1)(3)(4)(5)(6)が比較的多く、(2)(7)は極端に少ないことから、次世代へ負担を残さないという

意識は比較的高い傾向にあります。また、利用スペースの減少に対しては比較的理解・協力

が得られていますが、サービス水準の低下には理解・協力を得づらいという結果でした。 

 

【自由意見】 

 ◆公共施設の統廃合についてのご意見 

 ・将来世代への負の遺産をできるだけ減らせるよう、統廃合を進めていくべき。 

 ・施設の統廃合はやむを得ないが、その分サービスを向上させてほしい。 

 ・統廃合を進めれば、地域格差が必ずでて、一層過疎化が進む。施設は原則維持すべき。 

 ・安易な統廃合や廃止は行わないでもらいたい。 

 

 ◆公共施設のエリア配置についてのご意見 

 ・佐渡を旧 10 市町村単位で考えている限り前進はしない。例えば 4 つのエリア（相川、両津、

国仲、南部）ごとに必要な公共施設を考え、段階的に移行する手法が求められていると思う。 

 ・目的が同じような施設は市内に 1 つか 2 つあればよい。かつての 10 市町村時代に 1 つずつ

施設がある感覚をなくすことが大事である。 

 ・旧市町村の公共エリアを統廃合し新しい区割りをすることから始めないと、次世代の負担が

重すぎる。 

 ・一市になったからには旧市町村の枠にこだわっていては前進はない。財政に見合った堅実な

取り組みに期待したい。 

 ・「なんでも更新」「修繕に費用がかかるから統廃合すればいい」という考え方でなく、市内の

僻地住民の生活のことを考え、市民全体で支える方針も考慮すべきである。 

(1)ほぼ毎日利用する施設がある3.3%

(2)週に数回程度利用する施設がある10.0%

(3)月に数回程度利用する施設がある26.3%

(4)年に数回程度利用する施設がある60.4%

(1)ほぼ毎日利用する

施設がある3%

(2)週に数回程度利用す

る施設がある10%

(3)月に数回程度利用す

る施設がある26%

(4)年に数回程度利用す

る施設がある61%

(1)車で2～3分（徒歩約10分以内）20.1%

(2)車で10分以内（徒歩約30分以内）40.5%

(3)車で10～30分30.4%

(4)車で30分～1時間3.5%

(5)車で1時間以上0.3%

無回答 5.2%

(1)車で2～3分（徒歩約10

分以内）20%

(2)車で10分以内

（徒歩約30分以

内）42%

(3)車で10～30分

30%

(4)車で30分～1時間5%

(5)車で1時間以上

0%
無回答

5%
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135
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(7)施設使用料の値上げなどで収入を

確保し、独自財源の確保に努める

(6)市の公共施設に関する取り組みについて、

市民への情報提供や意見聴取に留意する

(5)施設を廃止しても空いた施設や

土地の有効利用を積極的に検討する

(4)公共施設を利用するうえで、地域

間の格差が発生しないようにする

(3)施設の数やスペースが減少しても、

サービスの水準が低下しないようにする

(2)将来の世代のことはその

世代で解決していくようにする

(1)今後のまちづくりを担っていく次

世代の負担は極力軽減するようにする

 

 

 

 

 


